
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  令和７年１月　   変更

　　　野木町は、関東平野のほぼ中央、栃木県の最南端にあります。全域にわたって概ね

　　　また、野木町では平成１７年度より汚水処理施設整備交付金及び循環型社会形成推

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和３年１１月　変更

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和２年１１月

　　　生活排水処理については、公共下水道は思川浄化センター及び下水道資源化工場で、

　　農業集落排水汚泥や浄化槽及びくみ取り汚泥は小山広域クリーンセンターで行ってい

　　る。

野木町循環型社会形成推進地域計画

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　栃木県　下都賀郡野木町

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和５年１１月　変更

１　地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項

　　　本計画は、令和３年４月１日から令和８年３月３１日までの５年間を計画期間

　　平坦で、西側を広大な水辺空間を構成する渡良瀬遊水地に接し、町内一円に田園風景

（１）対象地域

　　　面　　積　　３０．２７ｋ㎡

　　　市町村名　　野木町

　　　なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化を踏まえ、必要な場合には計画を見直

　　とする。

（３）基本的な方向

　　　人　　口　　２５，５６４人（令和２年４月１日現在）

（２）計画期間

　　と平地林が多く残存し、水と緑豊かな自然環境に恵まれた地域である。

　　すものとする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和４年１１月　変更
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浄化槽汚泥発生量
２，９７５ｋｌ／年

処理人口
２４，１２２人
（９４．４％）

　　おりである。

　　　生活排水処理対象人口は、全体で２５，５６４人であり、汚水衛生処理人口は２４，

総人口
２５，５６４人
（１００％）

２　循環型社会形成推進のための現状と目標

　　進交付金により合併処理浄化槽の整備を行っているが、令和３年度以降も引き続き

　　　令和元年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥の排出量は、次のフロー図のと

　　　１２２人、汚水衛生処理率は　９４．４％である。

　非水洗化人口
　　５７７人
　（２．３％）

公共下水道
１８，７７４人
（７３．４％）

合併処理浄化槽
４，２１０人

（１６．５％）

　　合併処理浄化槽の整備を推進していくものとする。

（１）生活排水の処理の現状

単独処理浄化槽
　　８６５人

　　（３．3％）

くみ取りし尿発生量
４８４ｋｌ／年

農業集落排水施設
１，１３８人
（４．５％）

未処理人口
　１，４４２人
（５．６％）

　　　浄化槽汚泥発生量は年間２，９７５ｋｌ、し尿発生量は年間４８４ｋｌであり、処

　　理量は併せて年間３，４５９ｋｌである。

　◇生活排水の処理フロー（令和元年度）
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　　内配管費及び転換に伴う単独処理浄化槽と汲み取り槽の撤去費の補助金を開始する予定。

　２，９７５ｋｌ／年

令和７年度

合併処理浄化槽

令和元年度

　１，３８９人（５．５％）

　３，３７１ｋｌ／年

農業集落排水施設

浄化槽汚泥量

　　　平成２７年度から令和２年度までの５年間の合併処理浄化槽（個人型）の設置は、

（２）生活排水処理の目標

　２，９０４ｋｌ／年

合　　計

　２５，１０２人

（３）合併処理浄化槽（個人設置型）の現状と目標

　２５，５６４人

公共下水道

　　施設、合併処理浄化槽の整備を進めて行くものとする。

　１８，７７４人（７３．４％）

項　　　　目

　◇生活排水処理に関する現状と目標

　　　生活排水処理については、次表に掲げる目標のとおり、公共下水道、農業集落排水

　１，１３８人（４．５％） 　１，０３７人（４．１％）

　４，２１０人（１６．５％） 　４，１２０人（１６．４％）

　４６７ｋｌ／年

１８，５５６人（７３．９％）

　１，４４２人（５．６％）

し尿
・

汚泥
の量

未処理人口

合　　計

　４８４ｋｌ／年

処理
形態
別

人口

　　基数６２基、総事業費２０，８８７千円、交付金（循環型社会形成推進交付金）９，

　３，４５９ｋｌ／年

くみ取りし尿量

　　　加えて、浄化槽促進区域内で合併処理浄化槽の設置が増加していくことから、令和３

　　管費の補助金を開始。さらに令和5年度より汲み取り槽から合併処理浄化槽へ転換時の宅

　　　それにより、単独処理浄化槽及び汲み取り槽からの転換が増えることが想定される。

　　６６９千円となる。

　　　令和２年度より単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ転換を行う一般家庭に対し宅内配
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　　年度から令和７年度までの５年間においては、設置基数71 基、総事業費29,250千円、

　　交付金総額10,764千円、整備人口228人が見込まれる。

　　　なお、合併処理浄化槽（個人型）の年度別の設置見込基数、事業費及び交付金は、

　　次表のとおりである。

　　　※事業費・交付金欄は単位：千円とする。

３　処理計画

（１）排出抑制

　　　生活圏から発生する生活排水（し尿、生活雑排水）により、公共用水域をはじめと

　　する生活環境に負担をかけないため、生活雑排水を未処理で排出するくみ取りし尿家

　　屋及び単独処理浄化槽設置家屋では当然のことながら、処理施設での適切な処理にも

　　深刻な影響を及ぼす廃食用油やその他の汚濁負担要因となるものを排水溝に排出しな

　　いよう指導・徹底を図る。

　　　また、浄化槽についても清掃・維持管理の指導・徹底を図る。

（２）収集運搬計画

　　　生活圏から発生するし尿及び浄化槽汚泥は、迅速かつ衛生的に収集運搬を行うとと

　　もに収集体制の効率化・円滑化を図る。

　　　収集運搬は、現行と同じ許可業者によるものとする。ただし、社会情勢や処理体制

　　等の大幅な変更が生じた際には必要に応じた見直しを行う。

 
５人－５８ 基

 
７人－１１ 基

 
１０人－２ 基

2,281

事業量

20,887 6,500

9,669

29,250

５人－１０基
 

７人－５基
 

１０人－０基

1,852交付金

5,896 6,948

R７

5,514 4,392

R６

事業費

2,531 10,764

５人－３６基

７人－２６基

１０人－０基

　
５人－13基

７人－2基

１０人－０基

 
５人－１２基

 
７人－１基

 
１０人－１基

 
５人－１６基

 
７人－１基

 
１０人－０基

 
５人－７基

 
７人－２基

 
１０人－１基

2,372

R３～
R７
計

区　分

1,728

Ｈ２８～
R2
計

R３ R４ R５
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（３）処理体制

　　　し尿及び浄化槽汚泥の処理については、引き続き公共下水道は思川浄化センター及

　　び下水道資源化工場で、農業集落排水汚泥や浄化槽及びくみ取り汚泥は小山広域クリ

　　ーンセンターで行っていく。

　　　また、未処理の生活排水が河川に流入することを防ぐため、公共下水道認可区域及

　　び市街化区域において計画的な整備を進めるとともに、農業集落排水事業区域を除く

　　地域は合併処理浄化槽設置の補助を行うなどして、設置整備を図る。

（４）再資源化

　　　循環型社会形成の観点から、し尿、浄化槽汚泥、農業集落排水汚泥の処理にともな

　　い発生する処理汚泥は、有機性廃棄物（生ごみ）と併せて堆肥化することで、資源化

　　有効利用を図る。

４　その他の施策

（１）合併処理浄化槽の設置推進

　　　公共下水道及び農業集落排水施設の処理区域外では、生活排水を適切に処理するこ

　　とができ、下水道等の集合処理と比較して投資効果の発現が極めて早い合併処理浄化

　　槽の設置を推進していくとともに、単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への切り替えを

　　指導していく。

（２）公共下水道等集合処理施設への接続

　　　公共下水道及び農業集落排水施設の処理区域については、早期の接続を促進し、水

　　洗化率の向上を図る。

（３）生活雑排水による負荷低減対策

　　　公共用水域の水質汚濁の主な原因となっている生活雑排水については、各家庭に汚
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　　濁負荷となるものを排水溝等に排出しないように周知・啓発を行う。

（４）浄化槽の適切な維持管理

　　　浄化槽設置者の責任のもと、浄化槽法等で義務付けられている保守点検・清掃の実

　　施、定期検査の受検等の重要性を周知・徹底させ、未実施者等には指導等を行う。
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様式１

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口 25,564人 （３）地域面積

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

目　標

令和○○年度 令和△△年度 令和□□年度 令和××年度 令和●●年度 令和▲▲年度 令和■■年度

最終処分量

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

栃木県下都賀郡野木町 30.27㎢

人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれ
る場合、当該組合の状況

組合を構成する市町村：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　設立（予定）年月日：○○年○○月○○日設立、認可予定
設立されていない場合、今後の見通し：

埋立最終処分量（トン）

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

指標・単位
年

過去の状況・現状（排出量等に対する割合）

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

エネルギー回収量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

（年間の熱利用量　GJ）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）



３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月 備考

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有無

（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と対
策

プラスチック
再商品化を実
施するための
施設整備事

業

備考

想定される浸水深と対策



目 標

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和1年度 令和2年度 令和3年度 令和7年度

総人口 25,718 25,686 25,671 25,564 25,417 25,233 25,102

公共下水道
　18,628
  　72.4%

18,694
     72.8%

18,734
72.9%

18,774
73.4%

18,693
73.5%

18,631
 73.8%

18,556
73.9%

集落排水施設等
1,146
4.5％

1,162
4.5%

1,132
4.4％

1,138
4.5%

1,076
4.2%

1,041
4.1%

1,037
4.1%

合併処理浄化槽等
4,269

16.6％
4,197
16.3%

4,212
16.4%

4,210
16.5%

 4,197
16.5%

4,182
16.6%

4,120
16.4%

未処理人口 1,675 1,633 1,593 1,442 1,451 1,379 1,389

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次

野木町 791基 3,094人 S63.4 71基 228人 R7

過 去 の 状 況 ・ 現 状

指標・単位

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

浄化槽設置整備事業

現 有 施 設 の 内 容 整 備 予 定 基 数 の 内 容

汚水衛生未処理人口

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

事 業 主 体施 設 種 別 備 考

４　生活排水処理の現状と目標

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

※ 参考として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率



様 式 ２

事　業　名　称 単位 開始 終了
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
令和

７年度
令和

３年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
令和

７年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分別回収拠点整備 0 0

小規模ストックヤード整備 0 0

簡易プレス機整備 0 0

ごみ収集車整備 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ごみ高速たい肥化施設整備 0 0

ごみ飼料化施設整備 0 0

ごみメタン回収施設整備 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源ごみ選別施設整備 0 0

破砕・選別施設整備 0 0

不要品再生施設整備 0 0

展示施設整備 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

29,250 5,896 6,948 5,514 4,392 6,500 29,250 5,896 6,948 5,514 4,392 6,500
1 野木町 71 基 R3 R７ 29,250 5,896 6,948 5,514 4,392 6,500 29,250 5,896 6,948 5,514 4,392 6,500

0 0

0 0

29,250 5,896 6,948 5,514 4,392 6,500 29,250 5,896 6,948 5,514 4,392 6,500

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４に示す事業番号及び様式３の施設整備に関する事業番号と一致させること。また、様式３に示す施策のうち関連するものがあれば、合わせて番号を記入すること。
※２ 広域連合、一部事務組合等については、欄外に構成する市町村を注記すること。
※３ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※４ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。
※５ 廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を別行で記載すること。

規　模

廃棄物原材料化施設整備

ストックヤード整備

○熱回収等に関する事業

事業
番号
※１

生ごみリサイクル施設

灰溶融施設整備

その他の施設整備等（施設名記載）

リサイクルセンター

最終処分場設置

廃棄物運搬中継・中間処理施設整備

容器包装リサイクル推進施設

その他の施設整備等（施設名記載）

○浄化槽に関する事業

○収集運搬の最適化に関する事業

○再生利用に関する事業

○最終処分に関する事業

不適正最終処分場再生

熱回収施設整備

○施設整備に関する計画支援に関する事業

合     　　計

○併せ産廃モデル施設整備に関する事業

○し尿処理に関する事業

公共浄化槽等整備推進事業

併せ産廃モデル施設整備

コミュニティ・プラント整備

し尿・浄化槽汚泥高度処理施設整備

浄化槽設置整備

総事業費（千円）

汚泥再生処理センター整備

その他の施設整備等（施設名記載）

循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２（令和６年度）

事業主体
名　　　称

※２

事業期間
※5

備　　考

事　業　種　別

ごみ固形燃料化施設整備

交付対象事業費（千円）



【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名  栃木県   

 

(1) 事業主体名 野木町 

(2) 事業名称 
環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業 

通常事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 
生活排水による公共水域の水質汚濁を防止し生活環境の保全を図るこ

とを目的として浄化槽設置に要する費用の一部を補助する。 

(4）事業期間 令和３年度 ～ 令和７年度 

(5) 事業対象地域の要件 

公共下水道認可区域、地域し尿処理施設対象区域及び農業集落排水処
理施設対象区域に指定された区域、集合処理合併浄化槽が設置されてい
る区域及び市街化区域を除く野木町行政区域 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費  29,250千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 
・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費        
                        6,086千円 
・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費           千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（   人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5人槽 
58基 

（174人分） 18,516 18,516 18,516 

6～ 7人槽 
 11基 

（44人分） 4,554 4,554 4,554 

8～10人槽 
２基 

（10人分） 1,096 1,096 1,096 

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 ９基 2,566 2,566 2,566 

撤去費 ４基 516 516 516 

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費 2,002 2,002 2,002 

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
71基 

（228人分） 
 

29,250 29,250 29,250 

 


